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１ 業務委託の概要等 

 （１） 業務委託の名称 

       28 大委第７-１-１号 大久保浄水場浄水発生土収集運搬その１業務委託 

 （２） 履行場所 

       埼玉県さいたま市桜区大字在家 地内 

 （３） 履行期間 

契約締結後から平成 29 年３月 24 日まで  

 （４） 業務委託の概要 

    本業務は、大久保浄水場で発生する浄水発生土を、同浄水場から、以下の

とおり運搬するものである。 

   ア 運搬先住所： 埼玉県日高市原宿 721 

   イ 運搬予定数量： 16,300 トン 

 （５） 入札方法 

本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シ

ステムの利用者登録をしていない業者については、紙媒体による入札書の郵

送又は持参による入札も認める。また、入札金額には１トン当たりの税抜き

単価を記載すること。 

なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満

の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ

るか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 108 分の 100

に相当する金額を入札書に入力し、又は記載すること。 

（６） 入札に参加できる者の形態 

単体企業とする。 

２ 競争入札参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該

当しない者であること。 

（２）埼玉県公営企業財務規程（昭和 39 年公営企業管理規程第５号。以下    

「財務規程」という。）第 120 条の規定により埼玉県企業局の一般競争

入札に参加させないこととされた者でないこと。  

（３）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立

てがなされている者でないこと、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225

号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただ



し、更生手続開始決定又は再生手続開始決定を受けている者を除く。  

  (４) 物品の買入れ等に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な

資格等に関する告示（平成 26 年埼玉県告示第 1096 号）に基づく物品等競争入

札参加資格者名簿に、業種区分が「建築物の管理に関する業務」のＡ又はＢ等

級として格付された者のうち、営業品目（大分類）が「廃棄物処理業務」、営

業品目（小分類）が「産業廃棄物」に登録された者であること。 

  (５) 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、企業局の契約に係る入札参加

停止等の措置要領（平成 25 年４月１日施行）に基づく入札参加停止措置を受

けていない者であること。 

  (６) 公告日から落札決定までの期間に、埼玉県企業局の契約に係る暴力団排除

措置要綱（平成 25 年４月１日施行）に基づく入札参加除外措置を受けていな

い者であること。 

(７) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第 14 条第

１項の規定による埼玉県の産業廃棄物収集運搬業の許可（事業範囲に「汚泥」

が含まれているものに限る。）を受けていること。 

(８) 契約の締結日にかかわらず平成 17 年４月１日から本件入札の公告日までの

間に、国（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成

13 年政令第 34 号）第１条に規定する法人を含む。）、地方公共団体（埼玉県が

出資する指定法人を含む。）又は日本下水道事業団との請負契約又は業務委託

契約により、下水汚泥、下水汚泥焼却灰又は浄水発生土のうち、いずれかの収

集運搬業務を履行した実績を有すること。 

３ 入札書の提出場所等 

  (１) 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問い合わせ先 

      〒338-0814 埼玉県さいたま市桜区大字宿 618  

 埼玉県企業局大久保浄水場総務部総務担当 電話 048-856-5220（直通） 

  (２) 入札説明書及び仕様書の交付方法 

ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「発注情報

等の閲覧」からダウンロードすること。 

イ 紙媒体による場合 

  上記（１）の交付場所において交付する(事前に電話により連絡すること。)。 

  (３) 入札書受付期間 

ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 



平成 28年４月４日(月)午前９時から平成 28年４月７日(木)午後５時まで。 

イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

(ｱ) 郵送の場合 

平成 28年４月４日(月)午前９時から平成 28年４月７日(木)午後５時ま

で（必着）。 

なお、書留郵便又は簡易書留郵便によること。 

(ｲ) 持参の場合 

平成 28年４月４日(月)午前９時から平成 28年４月７日(木)午後５時ま

で。 

  (４) 開札の場所及び日時 

       埼玉県大久保浄水場事務棟１階事務室 

平成 28 年４月８日(金)午前９時 30 分 

４ その他 

(１ )  契約手続において使用する言語及び通貨 

      日本語及び日本国通貨 

(２ )  入札保証金及び契約保証金 

    ア 入札保証金 

入札者は見積もった契約金額に１(４)イに定める予定数量を乗じた金額

に入札保証金の率（100 分の５以上）を乗じた額を納付するものとする。た

だし、財務規程第 123 条第２項の規定に該当する場合は免除する。 

     イ 契約保証金 

契約の相手方は、契約金額に１(４)イに定める予定数量を乗じた金額に契

約保証金の率（100 分の 10 以上）を乗じた額を納付するものとする。ただし、

財務規程第 110 条第２項の規定に該当する場合は免除する。 

 (３) 入札者に要求される事項 

 この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で平成 28 年３月４日（金）午後５時までに提出し、競争

入札参加資格の確認を受けなければならない。また、入札事務の担当者から、

提出した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

     ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

     イ 紙媒体の書類を上記３(１)の提出場所に郵送し、又は持参する。 

なお、郵送の場合は、書留郵便又は簡易書留郵便によること。 

 (４) 入札の無効 

     次に掲げる入札は、無効とする。 



  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札 

    イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者がした入札 

    ウ 財務規程第 127 条又は埼玉県公営企業の物品等又は特定役務の調達手続の

特例を定める規程（平成７年埼玉県公営企業管理規程第 13 号）第９条の規

定に該当する入札 

 (５) 契約書作成の要否 

    要 

 (６) 落札者の決定方法 

 財務規程第 124 条に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

 (７) 手続における交渉の有無 

       無 

 (８) 競争入札参加資格の付与 

上記２(４)に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望する者は、埼玉

県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「競争入札参加資格

受付システム」から登録申請を行い、受付票その他の登録に必要な書類を平成

28 年３月４日（金）までに埼玉県総務部入札審査課審査担当（〒330-9301  埼

玉県さいたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 電話 048-830-5775（直通））に

提出すること。 

 (９) 支払条件 

 発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から 30 日以内に当該代金

を受注者に支払うものとする。 

 (10) 特記事項 

本件入札は、対象となる調達に係る平成 28 年度予算が議決されなかったと

き又は減額があったときは、調達手続を延期し、又は停止することがある。 

また、本件入札とは別に調達する大久保浄水場浄水発生土処分（セメント

原料化）その１業務委託が契約できないときにおいても、調達手続を延期し、

又は停止することがある。 

(11)  その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５ Summary 

(1) Nature and Quality of the Required Service  

Collection and Transportation of Soil produced through the Filtration 

Process 

a) Place of Departure : Okubo Water Filtration Plant 



b) Destination : 721 Harajuku, Hidaka-shi, Saitama-ken 

c) Scheduled Quantity : 16,300 Tons  

(2) Deadline for Submissions: 

By the electronic bidding system: 5:00 p.m., April 7, 2016 (bidding by 

registered mail must be received by 5:00 p.m., April 7, 2016) 

(3) Contact Information: 

General Affairs Division  

Okubo Water Filtration Plant, Bureau of Public Enterprise  

Saitama Prefectural Government 

618 Shuku, Sakura-ku, Saitama-shi, Saitama-ken, 338-0814, Japan 

Telephone : 048-856-5220 

 

 

 


